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平成２４年（ 2012 年） 9 月 14 日 
広島市財政局契約部工事契約課 

 

 平成２４年度 建設工事等に係る入札･契約制度の見直しについて  

 

 

 

 

現行の入札・契約制度を「適正価格での競争の促進」及び「価格と品質が総合的に優れた内容の契約

の実現」の観点から抜本的に見直すことにより、地元事業者の育成と雇用の確保を図り、もって地域経

済の活性化に資することを目的とします。 

 

 

 
 
 
建設工事及び建設コンサルタント業務に係る入札・契約制度について、次のとおり見直しを行います。 
 

１ 最低制限価格等の事後公表化について 

最低制限価格の「事前公表」により、最低制限価格へ入札が誘導されるとともに、くじ引きによる

落札が頻発するなど、事業者の真の技術力・経営力による競争を損ねる弊害が生じうる状況にありま

す。 

このため、最低制限価格を「事前公表」から「事後公表」に見直します。 

また、予定価格及び調査基準価格についても同趣旨により「事後公表」に見直します。 

 

２ 事後公表化に伴う不正行為の防止対策について 

最低制限価格等の事後公表化に伴い、入札等の公正を害そうとする不正な行為を防止するため、次

の対策を講じます。 

 ⑴ 最低制限価格等の算定に偶発値を導入 

   最低制限価格及び調査基準価格については、事前に職員の誰もが知り得ないようにすることで職員

への働きかけ等を抑止します。具体的な算定方法については、最低制限価格及び調査基準価格として

の意義を損ねない範囲で、応札後にシステム上発生させる偶発値を乗じることにします。なお、この

偶発値は、事後においても公表しません。 

   ※最低制限価格等の算定方法については、Ｐ２「３ 最低制限価格及び調査基準価格の水準について」をご覧ください。 

 

⑵ 事業者に対する制裁措置の強化等 

   事業者が、予定価格、最低制限価格及び調査基準価格あるいはそれらの目安を知るために、職員に

質問や確認を行ったり、威力や金銭を用いて聞き出すなどの働きかけを行った場合(第三者に依頼し

て同様の行為を行った場合を含む。)は、その事業者に対し厳しい経済的な制裁（最長３年にわたる

指名停止措置）を課すとともに、これに応じた職員も厳しく処分します。 

  

見直しの内容 

目的 
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３ 最低制限価格及び調査基準価格の水準について 

 ⑴ 建設工事 

最低制限価格及び調査基準価格の算定方法を見直し、その水準を引き上げます。 

【最低制限価格の算定方法】 

[現  行]  （直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.7＋一般管理費×0.3）× 0.9 ×        × 1.05 

[見直し後] （直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.8＋一般管理費×0.3）× 0.95 × 偶発値 × 1.05 

【調査基準価格の算定方法】 

[現  行]   （直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.7＋一般管理費×0.3）×        ×  1.05 

[見直し後]   （直接工事費×0.95＋共通仮設費×0.9＋現場管理費×0.8＋一般管理費×0.3）× 偶発値 ×  1.05 

   [上限：予定価格（税込）の 90％ 下限：予定価格（税込）の 70％] 

 ⑵ 建設コンサルタント業務 

   建設コンサルタント業務についても同様に、下記のとおり算定方法を見直し、最低制限価格及び調

査基準価格の水準を引き上げます。 

【最低制限価格の算定方法】 

  ① 土木関係の建設コンサルタント業務（下水道関係を除く。） 

[現  行]  (直接人件費の額＋直接経費の額＋その他原価の額×0.9＋一般管理費等の額×0.3)×0.9 ×   ×1.05 

[見直し後] (直接人件費の額＋直接経費の額＋その他原価の額×0.9＋一般管理費等の額×0.3)×0.95×偶発値×1.05 

② 測量業務 

[現  行]   (直接測量費の額＋測量調査費の額＋諸経費の額×0.4)×0.9 ×      ×1.05 

[見直し後] (直接測量費の額＋測量調査費の額＋諸経費の額×0.4)×0.95×偶発値×1.05 

③ 地質調査業務 

[現  行]   (直接調査費の額＋間接調査費の額×0.9＋解析等調査業務費の額×0.75＋諸経費の額×0.4) ×0.9 ×     ×1.05 

[見直し後](直接調査費の額＋間接調査費の額×0.9＋解析等調査業務費の額×0.75＋諸経費の額×0.4) ×0.95×偶発値×1.05 

④ 建築関係の建設コンサルタント業務 

[現  行]  (直接人件費の額＋特別経費の額＋技術料等経費の額×0.6＋諸経費の額×0.6)×0.9 ×      ×1.05 

[見直し後] (直接人件費の額＋特別経費の額＋技術料等経費の額×0.6＋諸経費の額×0.6)×0.95×偶発値×1.05 

⑤ 土木関係の建設コンサルタント業務（下水道関係に限る。）及び補償関係コンサルタント業務 

[現  行]  (直接人件費の額＋直接経費の額＋ 技術経費の額×0.6 ＋  諸経費の額×0.6)   ×0.9 ×      ×1.05 

[見直し後] (直接人件費の額＋直接経費の額＋その他原価の額×0.9＋一般管理費等の額×0.3)×0.95×偶発値×1.05 

【調査基準価格の算定方法】 

   ① 土木関係の建設コンサルタント業務（下水道関係を除く。） 

[現  行]  (直接人件費の額＋直接経費の額＋その他原価の額×0.9＋一般管理費等の額×0.3)×   ×1.05 

[見直し後] (直接人件費の額＋直接経費の額＋その他原価の額×0.9＋一般管理費等の額×0.3)×偶発値×1.05 

[上限：予定価格（税込）の８０％ 下限：予定価格（税込）の６０％] 

② 測量業務 

[現  行]   (直接測量費の額＋測量調査費の額＋諸経費の額×0.4)×      ×1.05 

[見直し後] (直接測量費の額＋測量調査費の額＋諸経費の額×0.4)×偶発値×1.05 

   [上限：予定価格（税込）の８０％ 下限：予定価格（税込）の６０％] 

③ 地質調査業務 

[現  行]   (直接調査費の額＋間接調査費の額×0.9＋解析等調査業務費の額×0.75＋諸経費の額×0.4) ×     ×1.05 

[見直し後](直接調査費の額＋間接調査費の額×0.9＋解析等調査業務費の額×0.75＋諸経費の額×0.4) ×偶発値×1.05 

[上限：予定価格（税込）の８５％ 下限：予定価格（税込）の３分の２] 
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④ 建築関係の建設コンサルタント業務 

[現  行]  (直接人件費の額＋特別経費の額＋技術料等経費の額×0.6＋諸経費の額×0.6)×      ×1.05 

[見直し後] (直接人件費の額＋特別経費の額＋技術料等経費の額×0.6＋諸経費の額×0.6)×偶発値×1.05 

 [上限：予定価格（税込）の８０％ 下限：予定価格（税込）の６０％] 

⑤ 土木関係の建設コンサルタント業務（下水道関係に限る。）及び補償関係コンサルタント業務 

[現  行]  (直接人件費の額＋直接経費の額＋ 技術経費の額×0.6 ＋  諸経費の額×0.6)   ×      ×1.05 

[見直し後] (直接人件費の額＋直接経費の額＋その他原価の額×0.9＋一般管理費等の額×0.3)×偶発値×1.05 

       [上限：予定価格（税込）の８０％ 下限：予定価格（税込）の６０％] 

 

４ 低入札価格調査制度における総額失格基準について 

低入札価格調査制度における総額失格基準（数値的判断基準を名称変更）について、下記の図のよう

に最低制限価格水準の引き上げも考慮しつつ、一定の設計金額の範囲内では総額失格基準が逓減する仕

組みにすることにより、最低制限価格との整合を図ります。 

  ※総額失格基準の内容等については、Ｐ５又はＰ７をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 災害本復旧工事に係る災害協力事業者への優先発注について（建設工事を対象） 

災害本復旧工事については、被災箇所の早期復旧にも資するため、応急対策等に協力的な地元事業者

（災害協力事業者＊）を対象とする指名競争入札制度を導入します。 

＊ 「広島市災害応急対策に係る協力事業者の登録等に関する要綱」に基づく登録を受けている者 

 

６ 実施時期 

上記の建設工事及び建設コンサルタント業務に係る見直しについては、平成２４年１０月１日以降に

入札公告等を行うものから適用します。 

低入札価格調査制度の対象範囲の下限額Ｘ部分（建設工事１億円、建設コンサルタント

業務１千万円）では最低制限価格の水準に一致し、Ｙの部分（建設工事３億円、建設コン

サルタント業務２千５百万円）では従前の数値的判断基準の水準に一致するよう、ＸＹ間

で数値的判断基準が逓減する仕組みとします。 

最低制限価格制度

イメージ図

低入札価格調査制度

　 Ｘ    Ｙ

落
札
率

設計金額

最低制限価格

総額失格基準（従前の数値的判断基準）

　　 Ｘ　・・・　建設工事：１億円、建設コンサルタント業務：１千万円
　　  Ｙ　・・・  建設工事：３億円、建設コンサルタント業務：２千５百万円
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その他のお知らせ 

 

 

１ 平成２５・２６年度建設工事及び建設コンサルタント業務競争入札参加資格審査申請 

⑴ 新規・一斉更新の申請受付 

申請受付は、平成２４年１１月中旬を予定しています。申請時期等の詳細については、「ひろしま

市民と市政」（広報紙）やホームページでお知らせするとともに、平成２３・２４年度分の資格を認

定されている業者の方へは電子メールでもお知らせします。 

なお、今年度は、一斉更新受付の年に当たるため、平成２４年度の建設工事及び建設コンサルタ

ント業務競争入札参加資格審査申請の追加受付は２回目(申請期間 8/27～8/31)で終了しました。 

 

⑵ 経営事項審査基準改正前の結果通知書の取扱いについて（建設工事を対象） 

  平成２４年７月１日から、経営事項審査の審査基準が変更されました。 

改正前の審査基準による経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書については、次のと

おり取り扱います。 

① 雇用保険、健康保険及び厚生年金保険のいずれかに未加入の場合（改正前の基準による結果通知

書において、「雇用保険加入の有無」「健康保険及び厚生年金保険加入の有無」の欄のうち、いずれ

かが「無」になっている場合）は、改正前の基準による結果通知書を使用することはできません。

経営事項審査の再審査を受審し、改正後の基準による結果通知書により、参加資格審査申請を行っ

てください。 

なお、経営事項審査の再審査の申立ては、平成２４年１０月下旬までに行う必要があります（手

数料は、無料）。詳しくは、広島県など建設業の許可を受けた処分行政庁にお問い合わせください。 

② 雇用保険、健康保険及び厚生年金保険に適正に加入している場合（「雇用保険加入の有無」「健康

保険及び厚生年金保険加入の有無」の欄が、いずれも「有」又は「除外」となっている場合）は、

改正前の基準による結果通知書をそのまま使用することができます。 

 

⑶ 建設工事の競争入札参加資格の認定に係る主観的事項について 

   ＩＳＯ９００１・ＩＳＯ１４００１の認証取得に係る項目については、経営事項審査の審査基

準に追加されたため、主観的事項から削除します。 

   その他の項目についても見直しを予定しています。 

   詳細については、申請受付の手引に記載します。 

 

２ 入札回数及び見積回数の変更 

① 競争入札 

 建設工事及び建設コンサルタント業務の一般競争入札及び指名競争入札における入札回数は１

回としてきましたが、予定価格等の事後公表化に伴い、入札回数については、開札の結果、予定価

格の制限の範囲内の価格の入札がない場合（最低制限価格を設定した工事等にあっては、予定価格

の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格の入札がない場合）は、１回に限り、再度の入札

を行います。再度の入札を希望しない場合は辞退することができます。 

 なお、初度の入札において最低制限価格に満たない価格をもって入札をした入札参加者は、再度

の入札に参加できません。 

② 随意契約 

 設計金額１００万円以上予定価格２５０万円以下の工事の見積回数についても２回を限度とし

ます。 

 

建設工事・建設コンサルタント業務 



5 

３ 低入札価格調査報告書の提出時期の変更 

低入札価格調査報告書については、これまで開札終了後に最低入札価格提示者に対して、一般競争

入札参加資格確認申請書等の提出期限までに持参するよう求めてきましたが、予定価格等の事後公表

化に伴い、低入札価格調査報告書の提出期限を一般競争入札参加資格確認申請書等の提出期限の翌日

から５日以内とします。なお、一般競争入札参加資格確認申請書等の提出期限については、変更あり

ません。 

また、最低入札価格提示者を落札者としない場合における次順位者の低入札価格調査報告書の提出

期限については、個別に連絡します。 

 

 

 

 

 

 

４ 低入札価格調査制度における総額失格基準の内容等 

  ① 名称及び基準の変更 

低入札価格調査制度における数値的判断基準については、総額失格基準へ名称を変更するととも

に、次のとおり基準の内容を変更します。 

  ［現行］ 

     数値的判断基準 

     ア 入札額の積上計上分が本市設計積上計上分工事費の７５％以上であること。 

      イ 入札額の率計上分が本市設計率計上分工事費の３５％以上であること。 

［変更後］ 

     総額失格基準 

    ア 設計金額１億円以上３億円未満の場合 

入札額（税抜き）が次の算定式で求めた総額失格基準額以上であること。 

（総額失格基準額は事前・事後とも公表しません。以下同じ取り扱いです。） 

【総額失格基準額の算定式】 

Ｓ＝Ａ×ａ＋Ｂ1×ｂ1＋Ｂ２×ｂ2＋Ｃ×ｃ＋Ｄ×ｄ 

       （係数の算定式） 

ａ  ＝0.9025－0.1525（K－100,000,000）/200,000,000 

        ｂ１＝0.855－0.105（K－100,000,000）/200,000,000 

        ｂ２＝0.855－0.505（K－100,000,000）/200,000,000 

        ｃ  ＝0.76－0.41（K－100,000,000）/200,000,000 

        ｄ  ＝0.285+0.065（K－100,000,000）/200,000,000 

 （ａ、ｂ1、ｂ2、ｃ、ｄは少数第 5 位を切り捨て第４位までの値とする。） 

 

イ 設計金額 3億円以上の場合 

入札額（税抜き）が次の算定式で求めた総額失格基準額以上であること。 

      【総額失格基準額の算定式】 

Ｓ＝Ａ×0.75＋Ｂ１×0.75＋Ｂ２×0.35＋Ｃ×0.35＋Ｄ×0.35 

 

 

建設工事 
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       ＊上記ア、イの算定式のＳ、Ｋ、Ａ、Ｂ１、Ｂ２、Ｃ及びＤは、次の数値である。 

 Ｓ：総額失格基準額（税抜き） 

 Ｋ：設計金額（税込み） 

 Ａ、Ｂ１、Ｂ２、Ｃ、Ｄ 

積上げ 率計上 

Ａ Ｂ１ Ｂ２ Ｃ Ｄ 

直接工事費 
共通仮設費 

（積上げ） 

共通仮設費 

（率） 

現場管理費 

（率） 

一般管理費 

（率） 

           工事費構成の詳細は②のとおり 

 

  ② 総額失格基準額を計算するときの工事費構成 

工種 

分類 
土 木 工 事 建 築 工 事 ※1 プラント工事 

直接工事費 

直接工事費 

その他の費用 ※2 

海上運搬、外注費 

直接工事費 

その他の費用 ※2 

現場管理費（積上分） 

機器費 

直接工事費 

その他の費用 ※2 

共 通 仮 設 費

（ 積 上 げ ）  

共通仮設費（積上分） 共通仮設費（積上分） 共通仮設費（積上分） 

共 通 仮 設 費

（ 率 ）  

共通仮設費（率分） 

間接労務費 ※3 

共通仮設費（率分） 共通仮設費（率分） 

現 場 管 理 費

（ 率 ）  

現場管理費（率分） 

工場管理費 ※3 

現場管理費（率分） 

 

現場管理費（率分） 

据付間接費 ※4 

設計技術費 ※5 

一 般 管 理 費

（ 率 ）  

一般管理費 

契約保証費 

一般管理費 

契約保証費 

一般管理費 

契約保証費 

  ※ 直接工事費、共通仮設費、現場管理費等の各内容は、本市の「工事設計書」による 

     ※1 建築付帯設備工事を含む 

       ※2 手数料、委託料等の積上計上された費用 

       ※3 鋼橋製作工等の工場製作にかかる間接費 

       ※4 下水道ポンプ場・処理場工事等の据付工事部門等を管理運営するために要する費用 

       ※5 下水道ポンプ場・処理場工事等のシステム設計に要する費用 

 

（工種の例） 

      土 木 工 事：土木、舗装、とび・土工・コンクリート、造園、橋梁、区画線・標識 

    建 築 工 事：建築、管、機械器具設置、電気、電気通信、鋼構造物、塗装、防水、建具、内装、解体 

    プラント工事：機械器具設置、電気 

 

（特例） 

 (a) 土木工事において、対象者が当該工事の近接工事の請負人である場合は、本市の設計金額を「随意契約方式に

より工事を発注する場合の間接工事費等の調整」に基づいて調整を行った後の設計金額で総額失格基準を適用す

ることができるものとする。 

(b) 設計から入札までの間に資材価格(単品)が 10％以上暴落したときや解体工事のスクラップ価格は、そのもの

の価格を積上計上分の対象外とすることができるものとする。 
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５ 建設工事の積算内訳書の公表時期の変更 

競争入札に付した建設工事の積算内訳書については、これまで契約締結日の翌日に簿冊により公表

してきましたが、入札に係る透明性の向上を図るため、これを開札日（落札候補者決定の日）の翌日

に簿冊により公表するよう変更します。 

  【閲覧場所】 

   ① 各区役所の区政調整課で入札を行う工事  当該区役所の区政調整課 

   ② ①以外の工事              財政局工事契約課 

    ＊①の工事に係る積算内訳書については、契約締結日の翌日に財政局工事契約課においても閲覧

できます。 

 

６ 不備のある申請書等の提出による入札参加制限の取扱い 

正当な理由がなく不備のある一般競争入札参加資格確認申請書を提出したことにより当該入札が

無効となった者は、当該入札を無効とした日の翌日から起算して１か月間、入札に参加できないこと

としています。 

予定価格等の事後公表化に伴い、入札参加条件の「会社の施工実績」のうち、施工実績を請負金額

で求めるものについては、入札参加条件を満たさない場合は当該入札を無効としますが、１か月間の

入札参加制限の取扱いは適用しません。ただし、請負金額で求める「会社の施工実績」が入札参加条

件を満たす場合において施工実績が確認できないときは、これまでどおり不備のある申請書が提出さ

れたものとして取り扱います。 

 

７ 最低制限価格制度における下請業者への支払状況確認の取り止め 

最低制限価格制度を適用した設計金額５，０００万円以上の工事のうち、最低制限価格と同額で契

約した工事については、これまで下請代金及び労働者への賃金の支払い状況を確認してきましたが、

最低制限価格の水準引き上げに合わせて、確認を取り止めます。 

また、最低制限価格と同額で入札した場合における工事費内訳明細書（第４レベルまで）の提出に

ついても取り止めます。 

 

８ 高落札率入札調査の取り止め 

設計金額１億円以上の建設工事において、入札希望価格（設計金額の９５％）を設定し、最低入札

価格が入札希望価格を超える場合に行ってきた高落札率入札調査については、予定価格の事後公表化

に伴い、取り止めます。 

 

 

 

９ 低入札価格調査制度における総額失格基準の内容等 

  ① 名称及び基準の変更 

建設コンサルタント業務についても、建設工事と同様に、低入札価格調査制度における数値的判

断基準を総額失格基準へ名称を変更するとともに、次のとおり基準の内容を変更します。 

  ［現行］ 

     数値的判断基準 

ア 入札額の直接費等が本市設計金額の直接費等の６０％以上であること。 

      イ 入札額の間接費等が本市設計金額の間接費等の３０％以上であること。 

建設コンサルタント業務 
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［変更後］ 

     総額失格基準 

      ア 設計金額１千万円以上２千 5百万円未満の場合 

入札額（税抜き）が次の算定式で求めた総額失格基準額以上であること。 

（総額失格基準額は事前・事後とも公表しません。以下同じ取り扱いです。） 

【総額失格基準額の算定式】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
（ａ、ｂ1、ｂ2、ｃ1、ｃ2、ｄ1、d2、d3、g、h は少数第 5 位を切り捨て第４位までの値とする。） 

      

イ 設計金額２千 5百万円以上の場合 

入札額（税抜き）が次の算定式で求めた総額失格基準額以上であること。 

【総額失格基準額の算定式】 

区 分 総額失格基準額（Ｓ） 

測量 A×0.6＋Ｂ×0.6＋Ｄ×0.3 

地質 A×0.6＋Ｂ×0.6+k1×0.6+k2×0.3＋Ｄ×0.3 

建築 A×0.6＋Ｂ×0.6＋Ｃ×0.3＋Ｄ×0.3 

土木（下水） A×0.6＋Ｂ×0.6＋Ｃ×0.3＋Ｄ×0.3 

補償 A×0.6＋Ｂ×0.6＋Ｃ×0.3＋Ｄ×0.3 

＊上記ア、イの算定式のＳ、Ｋ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、k1 及び k2 は、次の数値である。 

Ｓ：総額失格基準額（税抜き） 

 Ｋ：設計金額（税込み） 

       Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、k1、k2 

分類 

区分 

直接費等 間接費等 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

測量 直接測量費 測量調査費  諸経費 

地質 直接調査費 間接調査費 解析等調査業務 諸経費 

解析 解析費等（k1）  諸経費等（k2）  

建築 直接人件費 特別経費 技術料等経費 諸経費 

土木（下水） 直接人件費 直接経費 その他原価 一般管理費等 

補償 直接人件費 直接経費 その他原価 一般管理費等 

        業務委託費構成の詳細は②のとおり 

 

区 分 総額失格基準額（Ｓ） 係   数 

測量 A×a＋B×b1＋Ｄ×d1 a＝0.950－0.350（K－10,000,000）/15,000,000 

b1=0.950－0.350（K－10,000,000）/15,000,000 

b2=0.855－0.255（K－10,000,000）/15,000,000 

c1=0.570－0.270（K－10,000,000）/15,000,000 

c2=0.855－0.555（K－10,000,000）/15,000,000 

d1=0.380－0.080（K－10,000,000）/15,000,000 

d2=0.570－0.270（K－10,000,000）/15,000,000 

d3=0.285＋0.015（K－10,000,000） /15,000,000 

g=0.7125－0.1125（K－10,000,000）/15,000,000 

h=0.7125－0.4125（K－10,000,000）/15,000,000 

地質 A×a＋Ｂ×b2+k1×g+k2×h＋Ｄ×d1 

建築 A×a＋Ｂ×b1＋Ｃ×c1＋Ｄ×d2 

土木・下水 A×a＋Ｂ×b1＋Ｃ×c2＋Ｄ×d3 

補償 A×a＋Ｂ×b1＋Ｃ×c2＋Ｄ×d3 
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② 総額失格基準額を計算するときの業務委託費構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

※1 道路環境調査(現地調査)、洪水痕跡調査、河川水辺環境調査、水質採水作業、水文観測、交通量調査等の

業務を含む 

※2 一般調査業務を指し、解析等調査業務は含まない 

※3 工事監理業務、耐震診断関連業務の業務を含む 

※4 地質調査業務(解析等調査)、道路環境調査(既存資料調査)等の業務を含む 

※5 下水は、下水道用標準積算歩掛表を使用する業務のこと 

※6 業務によって、直接調査費、直接業務費、直接採水費、直接費と呼ぶ 

※7 運搬費、準備費、仮設費、安全費、借地料、旅費交通費、施工管理費、営繕費等 

※8 RIBC 利用料、PUBDIS 登録料等  

 

 

１０ その他お知らせ事項の実施時期 

   上記２から９までの事項については、平成２４年１０月１日以降に入札公告等を行うものから適用

します。 

 

 

 

 

 

 

 

区分 

 

分類 

測 量 業 務 

（※1） 

地質調査業務 

（※2） 

建築関係建設

コンサルタン

ト（※3） 

土木・下水関係

建設コンサルタ

ント業務（※4、

※５） 

補償関係コンサ

ルタント業務 

直接費等 

直接測量費 

(※6) 

・人件費等 

・材料費 

・機械経費 

・直接経費 

・技術管理費 

測量調査費 

直接調査費 

・材料費 

・人件費等 

・機械経費 

・直接経費 

間接調査費 

(※7) 

 

直接人件費 

特別経費  

(※8) 

直接人件費 

直接経費 

・事務用品費 

・旅費交通費 

・電子成果品作

成費 

・電子計算機使

用料及び機械器

具損料 

・特許使用料、

製図費等 

直接人件費 

・人件費 

・賃金 

直接経費 

・材料費等 

・旅費交通費 

間接費等 諸経費 諸経費 
技術料等経費  

諸経費 

その他原価 

一般管理費等 

その他原価 

一般管理費等 
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補 足 事 項 

 

１ 電子入札システムの操作に関する問い合わせ 

システム操作に関して不明な点がある場合は、電子調達ヘルプデスク（０８２－８４８－４１１５）

までお問い合わせください。 

 

２ 発注見通し、入札公告及び入札結果の公表 

「広島市電子調達システムポータルサイト」から見ることができます。 

 

３ 今年度の「制度の見直し」及び「その他のお知らせ」のうち低入札価格調査制度における総額失格基

準の内容等に係る広島市ホームページの掲載箇所 

  広島市トップページ「事業者」＞「入札・契約・諸手続・税金など」＞「入札・契約」＞「関係規程」

から 

 ・ 建設工事については 

「建設工事の競争入札に関する要綱等の一覧」＞「（工事）入札の手続等に関すること」＞「（工事）低入札価格調

査マニュアル」 

・ 建設コンサルタント業務については 

「建設コンサルタント業務に関する要綱等の一覧」＞「（コンサル）入札の手続等に関すること」＞「低入札価格

調査マニュアル（建設コンサルタント業務用）」 

 

で１０月１日以降にご覧になれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

〒730-8586 広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号     

広島市財政局契約部工事契約課 

電話(082)504-2280（直） 

e-mail   keiyaku-koji@city.hiroshima.jp 

広島市ホームページ  http://www.city.hiroshima.lg.jp/ 

http://www.city.hiroshima.lg.jp/www/genre/0000000000000/1001000001247/index.html
http://www.city.hiroshima.lg.jp/www/genre/0000000000000/1001000001254/index.html

